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◆紙類

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
か
ら
オ
ン
ラ
イ

ン
で
転
出
届
を
提
出
で
き
ま
す

i

子
育
て
世
帯
へ
の
臨
時
特
別
給

付
（
先
行
給
付
金
）に
つ
い
て

心
配
ご
と
・
困
り
ご
と
、人
権
・

行
政
相
談
所

心
配
ご
と
・
困
り
ご
と
、

人
権
・
行
政
相
談
所
の
開
催

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
定
期
接
種

の
期
間
延
長
に
つ
い
て

広
域
が
ん
検
診
に
つ
い
て

「
年
金
相
談
」
の
ご
案
内

役場からのお知らせ役場からのお知らせ

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
サ
ー
ビ
ス

一
時
停
止
の
お
知
ら
せ

i
黒
潮
町
光
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ー
ビ
ス

月
額
使
用
料
の
口
座
振
替
年
間
予
定

国
民
年
金
保
険
料
学
生
納
付

特
例
の
申
請
に
つ
い
て ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
ア
プ
リ
を
使
用
し

た
電
子
決
済
納
付
開
始
に
つ
い
て

4月分

幡
多
広
域
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
よ
り

還
付
金
詐
欺
に
関
す
る
相
談
が
増
え

て
い
ま
す

◆
農
地
転
用
に
は
許
可
申
請
が
必
要
で
す

　
田
や
畑
と
い
っ
た
農
地
は
、
農
業
者

に
と
っ
て
生
活
の
基
盤
で
あ
り
、
ま
た
、

私
た
ち
の
食
料
を
供
給
す
る
重
要
な
土

地
で
も
あ
り
ま
す
。

　
し
た
が
っ
て
、
農
地
を
農
業
以
外
の

目
的
に
転
用
す
る
行
為
に
は
、
法
律
に

よ
り
そ
の
必
要
性
や
規
模
の
適
当
性
、

周
辺
農
地
へ
の
被
害
防
止
策
を
審
査
し

た
の
ち
に
許
可
す
る
こ
と
で
、
不
必
要

な
転
用
を
防
い
で
い
ま
す
。

　
住
宅
建
築
や
墓
地
の
移
転
な
ど
で
農

地
を
転
用
す
る
場
合
、
農
地
法
に
基
づ

く
県
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
こ
れ
に
違
反
し
た
場
合
は
、
県

の
原
状
回
復
命
令
な
ど
を
課
せ
ら
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
基
盤
整
備
地
な
ど
町
が
将
来

も
農
地
と
し
て
保
護
す
る
必
要
性
が
高

い
と
し
て
指
定
し
た
「
農
用
地
区
域
」

に
属
す
る
田
畑
で
は
、
原
則
転
用
が
認

め
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
、
転
用
行
為
を
計

画
さ
れ
て
い
る
方
は
、
必
ず
着
手
す
る

前
に
地
元
の
農
業
委
員
、
農
地
利
用
最

適
化
推
進
委
員
、
も
し
く
は
農
業
委
員

会
事
務
局
ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

農
業
委
員
会
だ
よ
り

区　分 法　令 申　　請　　内　　容 備　　　　考

売　買
賃貸借

農地法
第3条

農地を農地として売買する場合、または賃貸借など
により権利を設定する場合
（贈与含む。農業経営基盤促進法による権利設定は
除く。）

（農業委員会許可）
【許可基準】
農作業従事日数150日など

農 地 形 状 変 更

農家の方が、自己所有地で段差のある田や畑に自ら客土や切土し、耕作しやすいよう
に農地を改良する場合、農業委員会へあらかじめ「農地形状変更届出」を提出したうえ
で、形状変更を行うようにお願いします。
※農地を農地として使用することが条件です。

非　農　地　証　明
非農地とは、土地登記簿上の地目が農地（田・畑）で、その現状が農地以外の土地にな
っているもので、一定の条件を満たしている場合、非農地として証明を受けることがで
きる土地です。（証明料2,000円）

転　用

農地法
第4条

農地の所有者が自ら農地を転用する場合
（自分の農地を住宅・駐車場など）

（県知事許可）

農地法
第5条

農地の転用を目的とした賃借・売買を行う場合
（事業者などが農地を買って転用）

（県知事許可）

〈申請から許可までの流れ〉
毎月20日に締め切り、翌月の7日前後に開催する農業委員会で審議し、農地法第3条、農地形状変更、非農地
証明は当日の農業委員会で可否の判断をします。
また、転用の農地法第4条および第5条申請は、当日の農業委員会で可決した場合、意見を附して県知事に送
付します。県知事は農地法の許可基準により審査し、転用の可否を判断します。

　
こ
れ
ま
で
は
、農
地
を
取
得
す
る
た
め

に
は
一
定
以
上
の
面
積
を
経
営
す
る
必
要

が
あ
り
ま
し
た（
黒
潮
町
に
お
い
て
は

３０ａ
）。

　
し
か
し
、農
業
者
の
減
少
・
高
齢
化
が

加
速
化
す
る
な
か
で
、認
定
農
業
者
な
ど

の
担
い
手
だ
け
で
な
く
、経
営
規
模
の
大

小
に
か
か
わ
ら
ず
意
欲
を
持
っ
て
農
業
に

新
規
参
入
す
る
方
を
地
域
内
外
か
ら
取

り
込
む
こ
と
が
重
要
で
あ
る
た
め
、農
地

の
利
用
を
促
進
す
る
観
点
な
ど
か
ら
面

積
要
件
が
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
れ
に
よ
り
、経
営
面
積
の
大
小
に
よ

ら
ず
農
地
が
取
得
し
や
す
く
な
り
ま
す
が
、

こ
れ
以
外
の
要
件
も
あ
り
ま
す
の
で
、申

請
を
検
討
さ
れ
て
い
る
方
は
、一
度
、地
元
の

農
業
委
員
ま
た
は
農
業
委
員
会
事
務
局

ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

■
農
業
委
員
会
予
定
日

　
５
月

１０
日（
水
）
　
６
月
８
日（
木
）

　
７
月
７
日（
金
）
　
８
月
４
日（
金
）

　
９
月
７
日（
木
）
　

１０
月
６
日（
金
）

　
１１
月
８
日（
水
）
　

１２
月
８
日（
金
）

　
令
和
６
年（
 

）
 

１
月
５
日（
金
）

 
２
月
８
日（
木
）
　
３
月
７
日（
木
）

　
・
時
間
　
午
後
２
時
〜

※
１２
月
８
日（
金
）の
み
、
午
後
３
時
〜

　
・
場
所
　
本
庁
３
階
中
会
議
室

○
お
問
い
合
わ
せ

　
本
庁 

農
業
委
員
会
事
務
局

　
　
　
　
蕁
４
３
―

１
８
８
８

農
地
取
得（
農
地
法
第
３
条
許
可
申
請
）

の
下
限
面
積
要
件
が
廃
止
さ
れ
ま
し
た


